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会計年度任用職員報酬等の支給誤りについて 

 

令和２年度から令和６年度にわたる、５か年分の会計年度任用職員の報酬等について、

その一部（実人数：35人分）に、支給額の誤りがあることが判明いたしました。 

 支給額を誤っていた職員に対しては、これまでに経緯・概要の説明及び謝罪を行ってお

り、今後、過大支給していた職員に対しては過払い分の返還の依頼を、過小支給していた

職員に対しては不足分の追加支給を、速やかに行うこととします。 

 対象職員並びにご家族の皆さまに多大なるご迷惑、ご負担をお掛けしたことを、心より

お詫び申し上げます。 

  

１ 誤りの概要及び原因 

 会計年度任用職員の報酬については、学歴、職歴、資格免許等の情報を基にして額を算

定しているが、複雑な制度運用の中で、報酬額を算定する際の事務においてミスが発生し、

誤った報酬額を算定したもの。あわせて、チェック体制が不十分であったことによるもの。 

 

 

 

 

 

２ 誤支給額及び対象人数 

区 分 対象期間 対象人数 誤支給額（合計） 

過大支給（返還対象） 令和 2年度～6年度 17人 3,594,169円 

過小支給（追加支給対象） 令和 2年度～6年度 18人 1,953,947円 

合計  35人 （5,548,116円） 

 

３ 経過 

R6.4月 令和６年度の会計年度任用職員任用事務において、複数名の報酬額に

誤りがある事が判明 

R6.4～ 

R7.2月中旬 

誤りの原因を調査するとともに、過年度、退職者を含む全件（会計年

度任用職員制度を開始した令和２年度以降）の報酬算定事務を調査。

（実人数約 1,000人分、総件数約 4,000件） 

R7.2月下旬 支出誤りのある対象者 35人が判明 

R7.2 月下旬

～3月上旬 

対象者 35人の正しい報酬額及び各種保険料等を再算定 

R7.3.10 ～

3.18 

対象者 35人に経緯・概要説明及び謝罪を行う。 

R7.4月 対象者に対して返還の依頼及び追加支給を行う予定 

 

＜会計年度任用職員制度について＞ 

地方公務員の臨時・非常勤職員制度が改正され、令和２年度から運用開始された制度。本市ではそ

れまでの「臨時職員」に変わるものとして令和２年度から導入。臨時職員と異なり、報酬は、職種に

応じて学歴や職歴等の経験、資格免許の有無等を反映して、その額を算定することとなっている。 

 



４ 支給誤りの原因及び概要 

（１）過大支給（返還請求）案件  ※各年度：単位「円」・（）内人数 ※合計：単位「円」・（）内実人数 

 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 合計(実人数) 

臨時職員歴の

換算誤り 

302,324

（2） 

316,499 

（3） 

161,157 

（2） 

124,927 

（3） 

9,651 

（2） 

914,558 

(実人数 4人) 

民間歴の換算

の誤り 

152,049 

（2） 

559,424 

（5） 

198,183 

（2） 

588,465 

（6） 

160,161

（3） 

1,658,282 

(実人数 8人) 

学歴の換算の

誤り 

0 

（0） 

15,504 

（1） 

0 

（0） 

18,834 

（1） 

0 

（0） 

34,338 

(実人数 2人) 

その他の事務

誤り 

337,069 

（2） 

252,851 

（2） 

236,125 

（3） 

138,880 

（3） 

22,066

（2） 

986,991 

(実人数 3人) 

合計 
791,442 

（6） 

1,144,278 

（11） 

595,465 

（7） 

871,106 

（13） 

191,878 

（7） 

3,594,169 

(実人数 17 人 ) 

 

（２）過少支給（追加支給）案件  ※各年度：単位「円」・（）内人数 ※合計：単位「円」・（）内実人数 

 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 合計(実人数) 

臨時職員歴の

換算誤り 

129,837 

（1） 

40,229 

（1） 

1,879 

（1） 

0 

（0） 

0 

（0） 

171,945 

(実人数 1人) 

民間歴の換算

誤り 

43,289 

（1） 

10,037 

（1） 

1,120 

（1） 

0 

（0） 

0 

（0） 

54,446 

(実人数 1人) 

資格取得後の

上限変更誤り 

0 

（0） 

0 

（0） 

36,745 

（1） 

54,354 

（7） 

27,291 

（5） 

118,390 

(実人数 7人) 

会計年度任用

職員歴過り 

0 

（0） 

0 

（0） 

0 

（0） 

2,058 

（1） 

0 

（0） 

2,058 

(実人数 1人) 

公務員歴の換

算誤り 

227,319 

（3） 

133,073 

（2） 

139,143 

（1） 

394,742 

（2） 

459,628 

（2） 

1,353,905 

(実人数 5人) 

処遇改善の換

算誤り 

0 

（0） 

0 

（0） 

0 

（0） 

36,584 

（1） 

37,121 

（1） 

73,705 

(実人数 1人) 

その他の事務

誤り 

31,104 

（1） 

68,537 

（2） 

79,857 

（2） 

0 

（0） 

0 

（0） 

179,498 

(実人数 2人) 

合計 
431,549 

（6） 

251,876 

（6） 

258,744 

（6） 

487,738 

（11） 

524,040 

（8） 

1,953,947 

(実人数 18人) 

 

５ 再発防止策 

 今後は、このような事案が発生することのないよう、報酬算定の事務処理体制の見直し、

複数人によるチェック体制の確立など、再発防止の徹底に努めます。 

 

 

お問い合わせ先 

  市長公室 人事課 島貫 

  電話：０７７２－６９－０１５０ 


